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研究成果の概要：本研究から、義務教育段階の就学援助、高校生・大学生を対象とする奨学金事

業等を、全体として教育費支援事業として捉えていく必要があることが明らかになった。具体

的には、国の奨学金制度の制度変更の過程を検証するとともに、質問紙調査を通じて地方自治

体（市区町村）が大学生・高校生を対象に実施している奨学金事業の現状と課題を示した。義

務教育段階を対象とする就学援助事業についても分析の対象に含めたことで、2005 年に行わ

れた同制度に対する国の国庫負担金制度の変更を背景に、３割の自治体が同制度の見直しを行

っていることを示した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 800,000 0 800,000 

2008 年度 800,000 240,000 1,040,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 1,600,000 240,000 1,840,000 

 
 
研究分野：教育社会学 
科研費の分科・細目：高等教育研究 
キーワード：奨学金・教育費・育英奨学事業・教育機会・教育行財政・高等教育研究・ 

学生支援・就学援助 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究の申請当時、日本の大学・短大への

進学率は 51.5％（文部科学省『平成 17年度 学

校基本調査』）に達しており、「ユニバーサル

段階」を迎えていた。さらに、18 歳人口の減

少等を背景に大学教育機会が需要超過から供

給超過へと転換しつつもあった。つまり、大

学進学が「ユニバーサル化」する一方で、学

力による選抜が一部では実質的な意味を失う

ことで、費用負担能力が高等教育への進学機

会をますます左右する状況が生じつつあった。

そのため、高等教育の機会のあり方、教育費

負担のあり方は重要な課題の一つとなってい

たのである。 

このような高等教育の進学機会に関する課

題に対して、これまで申請者は、戦後日本に

おける高等教育進学機会とそれに関係する高

等教育政策・制度を分析し、その歴史的変遷

過程と現状を明らかにすることを通じて、現

在の高等教育進学に関する政策課題の検証を



行ってきた。具体的には、戦後日本の育英奨

学制度・政策を対象として予算編成過程にお

ける文部科学省（旧文部省）と財務省（旧大

蔵相）の政策提案を検討することにより、育

英奨学制度・政策が中央省庁レベルにおいて

どのような政策提案を背景に、変遷してきた

のかが部分的に明らかにしてきた。また、奨

学金制度に関する全国私立大学への質問紙調

査（2001 年）にも参加し、私立大学が独自に

行っている奨学金事業の現状分析を行ってき

た。 

これらの分析から、国の奨学金制度・政策

のみを分析対象とすることでは、日本全体の

奨学金事業の全貌を明らかにすることはでき

ないことを認識し、地方公共団体や民間育英

奨学団体の奨学金事業の内容や役割を無視で

きるものではないと考えるに到った。 

 
２．研究の目的 
 申請者の研究課題の全体構想は、戦後日本

における高等教育進学機会とそれに関係する

高等教育政策・制度を分析し、その歴史的変

遷過程と現状を明らかにすることを通じて、

現在の高等教育進学に関する政策課題を検討

することである。 
これらの研究の全体構想を前提に、本研究

費の交付期間では、(1)戦後日本における国の

奨学金制度・政策の転換期における政策過程

の分析、(2)地方自治体による奨学金制度の実

証的分析、(3)民間育英奨学団体の奨学金事業

の実証的分析の３点を具体的な研究課題とし

て設定した。 
(1)の研究課題については、戦後日本の国の

奨学金制度の 4 つの転換点である、①1944 年

の日本育英会の創設と戦後教育制度下での位

置づけ、②1958 年の特別貸与奨学金制度の創

設、③1984 年の有利子貸与奨学金制度創設過

程、④1999 年の有利子貸与奨学金の抜本的拡

充、を分析対象として設定し、それぞれの時

点の制度の創設、制度転換における政策形成

過程を検証することとした。制度転換の政治

的・社会的背景を検証することを通じて、奨

学金制度の理念や機能がどのように変遷して

きたのかを明らかにするためである。このこ

とを通じて、制度・政策の歴史的経路依存性

の観点から、現在の政策課題を検討し、相対

化することを目的とする。 
(2)および(3)の研究課題では、地方自治体や

民間育英奨学団体が行なっている奨学金事業

について、現在の実態を明らかにすることを

目的とした。これらの団体による奨学金事業

は、事業主体数に関する公的な調査は存在す

るが、その事業内容の詳細についての個別調

査結果は明らかにされておらず、実態把握は

必ずしも十分に公表がなされていない状況に

あるためである。現在の地方公共団体・民間

育英奨学団体の奨学金制度を明らかにするこ

とは、日本の奨学金制度の全体像を明らかに

するために必要であるためである。 
 
３．研究の方法 
 ２で示した(1)(2)(3)の研究課題に取り組む

ために、以下のような研究方法を採用した。   
(1)の研究を進めるために、資料収集による

文献調査を行った。具体的には、政治的・社

会的背景を把握するための基礎資料として日

本現代史関連図書を収集し、研究手法の検証

のために、高等教育論・教育社会学関連図書

及び政治学・行政学関連図書の収集を行った。

また、政策過程の分析のために、広島大学文

書館を訪問し、同館に所蔵されている森戸辰

男関連文書（森戸文庫）の閲覧と複写を行っ

た。 
 (2)の研究を進めるために、資料収集による

文献調査とともに、地方自治体による奨学金

制度の実証的に分析するために質問紙調査を

実施した。 
文献収集としては、地方公共団体の育英奨

学事業の歴史的背景を検証することを目的に、

地方公共団体が編集･刊行している「県史・市

町村史」の確認を行った。質問紙調査は、全

国市区町村に対して奨学金事業を中心とする

教育費支援事業の実態を尋ねる質問紙調査と

して実施した。質問紙調査は、2007 年度に悉

皆調査として行い（第１次調査：2008 年 1-2

月実施・回答率 61.1％）、さらに、2008 年度

には、同年秋以降の景気悪化状況を踏まえて

同様に悉皆調査として地方自治体（市区町村）

に対する第２次調査（2009 年 2-3 月実施・回

答率 57．7％）を実施した。これらの調査で

は、奨学金事業にとどまらず、就学援助制度

も分析対象に含め、2005 年度の国の制度変更

とそれに対する地方自治体の動向を検証する

ことで、義務教育から高等教育まで一貫した

視点により教育費問題の問題提起を行うこと

ができるように設計した。 
 (3)の研究を進めるために、資料収集による

文献調査とともに、民間育英奨学団体による

奨学金制度の実証的に分析するために質問紙

調査を実施した。文献調査では、民間育英奨

学団体が刊行している周年記念誌の収集・確

認を行った。質問紙調査は、2008 年度に、財

団法人研究助成センターに登録されている育

英奨学団体（386 団体）を対象に、各団体の

行っている奨学金事業の実態を把握するため

の調査として設計した（2009 年 2-3 月実施・



回収率 64.5％） 「入学金の一時支援制度」と「在学中の奨

学金制度」の実施状況が自治体により異なる

ことから、大学生を対象とする教育費支援事

業には地域間の格差が存在していることが明

らかになった。さらに、市区町村による「入

学金の一時支援制度」「在学中の奨学金制度」

の全体状況は、教育委員会を実施主体とし、

特定の要件を設定せず地元出身者を幅広く対

象とした無利子貸与制度が中心であることが

明らかになった。その採用基準は、経済的基

準が重視される傾向にあるが、「在学中の奨学

金」は「入学時の一時金支援制度」よりも成

績基準が考慮される傾向にあること、また、

両制度とも採用人数と金額は必ずしも多くな

いことが示された。 

 

４．研究成果 

 本研究の本報告書提出時点での研究成果は

以下の通りである。 

(1)戦後日本における国の奨学金制度・政策

の転換期における政策過程の分析については、

以下のことを明らかにした。 
①1944 年の日本育英会の創設と戦後教育

制度下での位置づけについては、1944 年に戦

時体制の遂行の観点から創設された大日本育

英会が、終戦後に日本国憲法・教育基本法体

制が整備されるなかで、現実の社会経済状況

の変化に対応するために、新しい法体系を具

現化する制度として位置づけられていったこ

とが明らかになった。②1958 年の特別貸与奨

学金制度の創設については、同制度の創設が

日本育英会の創設時の構想に取り組むもので

あったと共に、岸信介内閣における英才教育

政策を背景とするものであることを検証した。

③1984 年の有利子貸与奨学金制度創設過程

においては、大蔵省等からの有利子貸与制度

への転換要求を文部省が有利子貸与制度の創

設として政策形成していったことを検証した。

④1999 年の有利子貸与奨学金の抜本的拡充

については、文部省主導による政策形成がな

されたことを明らかにした。これらの政策転

換時の検証を通じて、奨学金制度の政策過程

においては文部省が制度を拡充充実する立場

として政策形成過程の中に位置づけられるこ

とを示した。 

②高校生を対象とする教育費支援事業は、7
割の市区町村が「入学金の一時支援制度」も

しくは、「在学中の奨学金制度」を実施してい

ることが示された。大学生対象の制度と同様

に実施状況が自治体により異なることが明ら

かになった。実施されている事業の全体状況

は、教育委員会が事業主体として無利子貸与

事業が中心であることは大学生対象事業と同

様であるが、給費制度を実施する自治体も相

対的に多いことが示された。受給人数の全体

をみると給費制度の受給者が多いことがわか

った。高校生を対象とする「在学中の奨学金」

制度は、公立高校授業料相当額（10,000 円前

後）を給付する制度が多いことが明らかにな

った。高校生を対象とする教育費支援事業の

場合、設定する金額の基準が明確であるが、

大学生を対象とする制度では、そのことが難

しいことが示された。 
 
(2)地方自治体による奨学金制度の実証的

分析については、第 1 次質問紙調査の結果か

ら、大学生・高校生を対象とする教育費支援

事業と義務教育段階の就学援助制度について、

以下のことが明らかになった。 

③義務教育段階の就学援助制度は、7 割の

市区町村で近年、就学援助の申請者数が増加

していると感じており、実際の受給者数も毎

年増加していることが示された。就学援助の

受給率には自治体間で相違があり、市区町属

性別見ると、大規模自治体で受給率が高くな

っていることが明らかになった（図 2）。同時

に、同一区分の自治体間でも受給率の分散は

大きいことも示された。 

①大学生を対象とする教育費支援事業につ

いては、6 割の市区町村が「入学金の一時支

援制度」もしくは、「在学中の奨学金制度」を

実施していることが示された。 
 

 

 

 
図１  市区町村による大学生を対象とする

教育費支援の実施状況 
図２ 自治体区分別にみた就学援助受給率 
 
このような受給率の相違の理由の一つとし 



て、各自治体の設定している準要保護の認定

基準の相違があることを明らかにした。認定

基準は多くの自治体では生活保護基準との比

率で設定されており、1.3 倍の基準である自治

体が 43.2％であるが、他方で、生活保護基準

の 1.8 倍の自治体もあれば、0.7 倍としている

自治体もあることを明らかになった。 
他方、就学援助制度は、2005 年に法改正に

より国庫補助制度の見直し（準要保護者に対

する経費について、国から自治体への国庫補

助を廃止し、基準財政需要額に算入）がなさ

れている。そこで、各自治体に 2005 年以降

に就学援助事業の見直しを行ったかどうかを

尋ねたところ、3 割の自治体で見直しがなさ

れていることが示された。その見直しは、受

給率の高い自治体で認定基準を厳しくする傾

向にあり、受給対象者の抑制の傾向にあるこ

とが明らかになった。 
このような就学援助事業について、市区町

村の意識を尋ねたところ、8 割の自治体が「財

源が確実に保障される国庫負担金制度を希

望」しており、6 割の自治体が「準要保護の

潜在的な対象者はまだ多い」「就学援助を受け

る児童生徒の高校、大学進学の経済的支援制

度が必要」「就学援助は個別自治体の対策では

限界がある」と考えていることが示された（図

３）。 
 

 
図３ 市区町村の就学援助制度に対する 

見解 
 
本研究の結果、義務教育段階の就学援助、

高校生・大学生を対象とする奨学金事業の全

体を教育費支援事業として捉えていく必要が

あることが明らかになった。このような視点

はこれまでの先行研究では提起されてこなか

った新しい問題提起である。 
 なお、2009 年 2-3 月に実施した第 2 次質問

紙調査の結果は、本報告書の提出時点では整

理・分析の途中であるが、2008 年秋以降の急

速な景況の悪化に対して、新たな教育費支援

事業の整備に取り組む自治体が複数あること

が明らかになった。その詳細は 2009 年度以

降に関連学会での口頭報告を行うとともに、

論文等で社会に公表していく予定である。 
 

(3)民間育英奨学団体の奨学金事業の実証

的分析については、2009 年 2-3 月に実施した

質問紙調査について、本報告書の提出時点で

は整理・分析の途中であるが、複数の団体か

ら 2009 年に行われた公益法人制度改革が

奨学事業団体の事業運営に影響を指摘する

意見が示されている。また、景況の悪化に

伴い奨学金事業の原資となる資金運用等に

悪影響が出ていることも示された。その詳

細については、2009 年度以降に関連学会で

の口頭報告を行うとともに、論文等で社会

に公表していく予定である。 
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